
 

    

 

愛西市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年愛西市条例第172号）第６条の規定に基づいて、平成21年度における

市の人事行政の運営などの状況について公表します。 

 

平成２１年度における市の人事行政の運営などの状況について 
 

１ 職員の任免および職員数に関する状況 

(1) 平成２１年度における職員の任免の状況 

採            用 退職 

競  争  試  験 選   考 

申込者数 受験者数 合格者数 採用者数 被選考者数 合格者数 採用者数 

退職者数 

116人 88人 23人 22人 1人 1人 0人 28人 

備考 １ 競争試験は、事務職、保育士、消防職、学芸員について実施したものです。 

２ 選考試験は、身体障害者について実施したものです。 

３ 退職者数は、定年、死亡、自己都合などにより退職した職員数です。 

 

 

(2) 職員数（平成２１年４月１日現在） 

 

区分 人数 

議  会 4 人 

総  務 89 人 

税  務 35 人 

民  生 104 人 

衛  生 31 人 

農  水 15 人 

商  工 2 人 

土  木 30 人 

教  育 84 人 

消  防 101 人 

普
通
会
計 

小 計 495 人 

病  院 7 人 

水  道 8 人 

下水道 14 人 

その他 30 人 

公
営
企
業
等
会
計 

小 計 59 人 

合 計 554 人 

備考 １ 職員数は、一般職に属する職員であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み臨時または非常勤

職員を除いています。 

２ 部門の区分は、平成２１年度定員管理調査に基づく区分です。 

３ 人数に、教育長は含みます。 

 

 

 

２ 職員の給与の状況 

(1) 人件費の状況（平成２１年度決算額） 

 
区  分 

歳 出 額 

Ａ 

  人 件 費 

Ｂ 
うち職員給与費 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

普 通 会 計 22,026,959千円 3,930,207千円 2,777,209千円 17.8％ 

備考 人件費には、特別職に支給される給料、報酬を含みます。 
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(2) 職員給与費の状況（平成２１年度予算） 

給     与     費 
区分 

職員数 

Ａ 
給料 職員手当 期 末 ・ 勤 勉 手 当 計 Ｂ 

一人当たり 

給与費(B/A) 

普 通 会 計 498人 1,749,930千円 497,377千円 770,608千円 3,017,915千円 6,060千円 

備考 １ 給与費は、平成２１年度当初予算額の計上額であり、職員手当には退職手当は含みません。 

   ２ 「職員数 Ａ」は平成２１年度予算を積算する際の見込み数値であり、１（２）の普通会計の職員数は実数であるた

め、数値は一致しない。 

 

 

(3) 代表的な職種の初任給の状況（平成２１年４月１日現在） 

区    分 初 任 給 採用２年経過日給料額 

大 学 卒 172,200円 185,800円 
一般行政職 

高 校 卒 140,100円 149,800円 

備考 採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給と、その者が２年後に受け取ることとなる給料額です。 

 

 

(4) 一般行政職の経験年数別・学歴別平均給料（平成２１年４月１日現在） 

区      分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 244,967円 277,260円 325,917円 
一般行政職 

高校卒     248,100円 242,500円 270,600円 

備考 １ 平均給料は、前歴加算などを加味している。 

      ２ 一般行政職は、医療・保健・福祉（保育士など）・消防・水道関係などの職員を除く職員です。 

 

 

(5) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在） 

区  分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計 

標準的な 

職務内容 
主事 

主任 

主事 

係長 

主任 

課長補佐 

係長 

課長 

主幹 

課長補佐 

次長 

課長 
部長  

職 員 数 36人 73人 69人 43人 29人 22人 8人 280人 

構 成 比 12.9％ 26.0％ 24.6％ 15.3％ 10.4％ 7.9％ 2.9％ 100％ 

備考 １ 愛西市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

 

(6) 代表的な職種の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況 

区  分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 315,404円 395,368円 44歳 0月 

技能労務職 188,619円 208,792円 50歳  0月 

備考 １ 平均給与月額は、平成２１年４月分の給料および職員手当（期末・勤勉手当を除く）の合計を平成２１年４月の職員

数で除したものです。 

      ２ 技能労務職は、給食調理員と用務員です。 

 

 

(7) 代表的な職種の昇給期間短縮の状況 

区  分 

 

職 員 数 

Ａ 

普通昇給期間を短縮して 

昇給した職員数 

Ｂ 

 

比  率 

（Ｂ／Ａ） 

一般行政職 280人 0人 0.0％ 

 

 

 (8) 主な職員手当の状況（平成２１年４月１日現在） 

平成21年度支給割合 
 

期 末 勤 勉 

６ 月 期 1.25月分 (0.70月分) 0.70月分 (0.30月分) 

12 月 期 1.50月分 (0.80月分) 0.70月分 (0.40月分) 

計 2.75月分 (1.50月分) 1.40月分 (0.70月分) 

期末・勤勉 

手当 

職制上の段階、職務の等級による加算措置 有 

備考 （ ）内は再任用制度に基づく短時間勤務職員に係る支給割合です。 



 

 自己都合など 定年・勧奨 
退職手当 

一人平均支給額 16,799千円 21,914千円 

   備考  平成２１年度中の退職者に関する数値です。 

 

支 給 対 象 地 域 全地域 

支     給     率 8％ 地域手当 

職員1人当たり平均支給月額 20,153円 

備考 平均支給月額は、平成２１年度決算額を平成２１年４月の職員数で除したものです。 

 

職 員 全 体 に 占 め る 

手 当 支 給 職 員 の 

割 合 

職員一人当たり 

平 均 支 給 月 額 

手 当 の 種 類 

（ 手 当 数 ） 
代表的な手当の名称 特殊勤務 

手  当 

11.2％ 12,374円 4手当 医師診療手当、災害出動手当 

備考 １ 支給割合は、平成２１年４月の状況です。 

２ 平均支給月額は、平成２１年度決算額を平成２１年４月の支給職員数で除したものです。 

３ 支給対象職員は、八開診療所の医師と消防職員です。 

 

平成２１年度決算額 職員一人当たり平均支給月額 時間外勤務 

手 当 
155,524千円 39,755円 

備考 平均支給月額は、平成２１年度決算額を平成２１年４月の職員数（管理職手当受給職員を除く）で除したものです。 

 

区分 内 容 

扶養手当 

配偶者 13,000円 

その他  6,500円 

（配偶者がいない場合の１人目は11,000円） 

（15～22歳までの子１人につき5,000円加算） 

住居手当 

借家・借間居住者 ・家賃 23,000円以下 

           家賃－12,000円 

・家賃 23,000円以上 

（家賃－23,000円）／2＋11,000円（最高 月27,000円） 

持ち家  新築または購入から５年以内  月 2,500円 （平成21年12月1日廃止） 

通勤手当 
交通機関等利用者 55,000円を限度とし、運賃相当額の範囲内で支給 

交通用具利用者  通勤距離に応じ、最高24,500円 

   

 

(9) 特別職の報酬などの状況（平成２１年４月１日現在） 

区  分 給料月額など 期 末 手 当 

市 長 
930,000円 

(837,000円) 
給料 

副市長 769,000円 

議 長 500,000円 

副議長 450,000円 報酬 

議 員 400,000円 

平成21年度支給割合 

 

 6月期  1.45月分 

12月期  1.65月分 

 計   3.10月分 

備考 市長については給料の減額措置がとられています。（ ）内が減額後の月額です。 

 

 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(1) 勤務時間の状況（変則勤務職場などを除く一般的な職場におけるもの） 

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

7時間45分 午前8時30分 午後5時15分 午後0時00分～1時00分 

 

 

 

 



(2) 主な休暇の種類 

区 分 付   与   日   数 

年 次 有 給 休 暇 １年につき２０日 

ボ ラ ン テ ィ ア １年につき５日以内の期間 

結 婚 連続５日以内の期間 

産 前 産 後 
出産予定日前６週間目に当たる日（多胎妊娠の場合は１４週間目に当たる日）から出産日後８週間を経過

する日まで 

育 児 時 間 １日につき２回各３０分以内の期間 

出 産 介 添 ２日以内の期間 

子 の 看 護 １年につき５日以内の期間 

忌 引 親族の区分により１日から７日までの期間 

父 母 の 祭 日 １日 

夏 季 休 暇 １年につき３日 

 

 

(3) 育児休業など取得者数 

区 分 男 性 女 性 

育児休業取得者数 0人 20人 

部分休業取得者数 0人 3人 

備考 休業期間が平成２１年度に存する者の合計です。 

 

 

 

４ 職員の分限および懲戒の状況 

(1) 職員の分限処分の状況 

ア 休職の状況 

理由 

心身の故障のため、

長期の休養を要する

場合 

刑事事件に関し起訴

された場合 
計 

対象者数 8人 0人 8人 

    備考 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合、その数を重複して計上した数値です。 

 

イ 職員の意に反する降任・免職の状況 

 平成２１年度中に、職員の意に反する降任または免職の処分は行われませんでした。 

 

 

(2) 職員の懲戒処分の状況 

区 分 免職 停職 減給 戒告 計 

法・服務義務違反 0人 0人 0人 0人 0人 

職務上義務違反関係 0人 0人 2人 1人 3人 

一般非行関係 0人 0人 1人 0人 1人 

 

 

 

５ 職員の服務の状況 

営利企業などへの従事許可の状況 

区 分 件数 

① 営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員を兼ねるもの 0件 

② 自らの営利を目的とする私企業を営むもの 0件 

③ ①および②を除き、報酬を得て事業または事務に従事するもの 3件 

計 3件 

 

 

 

 



６ 職員の研修の状況 

研修の状況 

研修区分 主な研修名など 

一般研修 

（職員の職歴などに応じた知識や技能を 

習得する研修） 

新規採用職員、一般職員（中期、後期）、係長（新任）、課長補佐、課長、部長 

専門研修 

（職員がより高度で専門的な知識 

または能力の修得を目指す研修） 

地方自治法、民法（財産法、家族法）、法制執務（基礎、実務）、政策法務、地方

税（民税、徴収）、経営管理、プレゼンテーション、ディベート、カウンセリング

マインド、交渉力・折衝力向上、ファシリテーション、クレーム対応、コーチン

グ、ＪＫＥＴ指導者養成、内部講師サポート（地公法）、オープンセミナー（少子

化問題と日本の未来、脳はだまして使え～やる気と記憶の秘密～）、住民対応能力

のパワーアップ、人事評価制度、退職者向けセミナー、有効性評価システム、市の

実施事業、下水道研修（下水道入門、工事検査と品質管理、技術者のための下水道

経営）、情報セキュリティ研修【ｅ―ラーニング】（情報システム職員コース、新

採職員用コース)、消防大学校（幹部科、上級幹部科)、愛知県消防学校(初任科、

救急科、救助科、警防科、中級幹部科、予防査察科、気管挿管再教育病院実習、薬

剤投与再教育病院実習、救急救命士)、臨時・非常勤職員の任用と管理実務講座、

地方公務員のための給与実務入門講座、愛知県実務研修生派遣 

 

 

 

７ 職員の福祉および利益の保護の状況 

(1) 共済組合負担金（地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）に基づく地方公務員共済組合などに対する地方公共

団体の負担金） 

金   額 1人当たりの負担額 

575,011,729円 1,034,194円 

 

 

(2) 職員互助会 （平成２１年４月１日現在） 

会員数 553人 

市負担金なし 

 

 

(3) 財産形成貯蓄 

職員の財産形成を促進することにより、生活の安定と福祉の向上を図るため、勤労者財産形成促進法（昭和４６年法律第９２

号）に基づき、次の財産形成貯蓄制度による計画的貯蓄を推進しています。 

・財産形成貯蓄（一般財形） 

・財産形成住宅貯蓄（財形住宅） 

・財産形成年金貯蓄（財形年金） 

 

 

(4) 安全衛生 

ア 安全衛生管理の概要 

愛西市職員安全衛生管理規程（平成１７年４月１日愛西市訓令第２８号）の定めるところにより、職員の安全や健康を確保

するための諸施策を推進しています。 

 

イ 健康診断実施状況 

区 分 
受診者数 

定期健康診断 人間ドック 

543人 249人 294人 

 

ウ 健康指導などの実施状況 

職員の健康の保持増進を図るため、産業医により健診結果に基づく事後管理、一般疾病の予防・治療対策についての保健指

導を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(5) 職員の災害補償 

ア 公務災害認定件数 

負     傷 

自己職務遂行中 出張中 その他 計 

6件 0件 0件 6件 

備考 平成２１年度は、疾病による公務災害認定はありませんでした。 

 

イ 通勤災害認定件数 

平成２１年度は１件の通勤災害認定がありました。 

 

ウ 公務災害基金負担金 

地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）に基づく地方公務員災害補償基金に対する地方公共団体の負担金とし

て3,731,809円を負担しました。 

 

 

 

８ 勤務条件に関する措置の要求および不利益処分に関する不服申立ての状況 

  職員は、地方公務員法第４６条から第５１条の２までの規定に基づき、公平委員会に対し勤務条件に関する措置の要求と不利益処

分についての不服申立てをすることができる。  

  件数については、次のとおりです。 

区  分 件 数 

前年度からの繰越件数 0 件 

当年度の新規要求件数 0 件 

当年度中終了件数 0 件 

措

置

要

求

事

案 

次年度への繰越件数 0 件 

前年度からの繰越件数 0 件 

当年度の新規要求件数 0 件 

当年度中終了件数 0 件 

不
服
申
立
て
事
案 

次年度への繰越件数 0 件 

 


